
人 17年国調 9,013 人 産業構造（分類不能を除く） 人口集中地区人口 面　積 コード番号 ０５３４９０ 市町村類型

12年国調 9,698 人 区　分 17年国調 (K㎡) ２３４．１９ フリガナ ハッポウチョウ

口 増減率 △ 7.1％ 12年国調 市町村名 １７年度

住台 17.3.31 9,443 人 第１次 一部事務組合の加入状況 (人)

民帳 18.3.31 9,277 人 し尿処理 区　　　　　分 地　域　指　定

基人 ごみ処理 等　の　状　況

本口 増減率 △ 1.8 ％ 第２次 火 葬 場 収

歳　入　の　状　況　　（単位　千円　・　％） 常備消防 □ 新　産

構成比 経常一般財源 小 学 校 支 □ 低　工

8.7 第３次 中 学 校 ■ 山　振

1.6 そ の 他 状 ■ 過　疎

0.0 市町村税の状況　　　（単位　千円・％） □ 辺　地

0.0 況 □ 準過疎

0.0  市町村 (個人分) □ 特　豪

1.2  民　税 (法人分) ■ 市町村圏

0.1 区　　　　分 職員数(人) うち本庁(人) 給料月額(千円) 一人当たり平均給料月額(百円) 平均年齢(才) □ 半　島

0.3 一 90 39,969 42.8 ■ 特定農山村

0.3 般 1 3,683 45.5 ■ 拠点都市

45.6 職 . 地域名

内 42.0 員

訳 3.6 等 米代川流域
小    計 57.8 90 39,969 42.8

0.0 特別職等 定数 適用開始年月 適 用 税 率 状 況

0.8

2.8 市町村長 １ 個 均等割 円

0.3 内 助　　役 １ 〃 市 人 標準課税に

2.4 訳 収 入 役 １ 〃 町 分 所得割 対する比率 １．０

6.3 教 育 長 １ 〃 村 １号 ２号 ３号 ４号 ５号

0.7 議会議長 １ 〃 民 法 均等割 3,000 1,750 410 400 160

0.0 議会副議長 １ 〃 税 人 (千円) ６号 ７号 ８号 ９号

10.9 議会議員 １４ 〃 分 150 130 120 50

4.8 法人税割

2.3

10.9 純固定資産税

100.0

区　　　分 決　算　額 構成比 経常経費充当一般財源 経常収支比率 17 基準財政収入額

1,312,428 21.8 1,157,037 30.7 年 基準財政需要額

820,736 13.6 度 標準税収入額

264,791 4.4 121,925 3.2 標準財政規模

1,091,984 18.2 1,041,058 27.7

内 1,091,383 18.2 1,040,457 27.7

訳 601 0.0 601 0.0

2,669,203 44.4 2,320,020 61.6

947,723 15.8 356,569 9.5

31,131 0.5 30,732 0.8

632,473 10.5 477,141 12.7

398,844 6.6 391,249 10.4

473,351 7.9 323,178 8.6

48,720 0.8

324,221 5.4 経常経費充当一般財源

千円

886,122 14.7 経常収支比率

23,661 0.4 ％ 公 国民健康保 83,882
864,554 14.4 共 険事業会計 29,522

内 うち補助 209,540 3.5 ％ 事 の状況 1,954
うち単独 655,014 10.9 歳入のうち一般財源 業 3,960

21,568 0.4 千円 等 (単位：千円 121
訳 ラスパイレス指数 の ／世帯／人)

(16年4月1日現在) 状

(17年4月1日現在) 況

歳出合計 6,012,944 100.0 (18年4月1日現在)
実質公債費比率15～17

一般職員

教育公務員

消防職員

臨時職員

合計

入　湯　税

事 業 所税

都市計画税

水利地益税等

特別土地保有税

　小　　 計

法定外普通税

旧法による税

固定資産税

軽自動車税

市町村たばこ税

鉱産税

208,298

138,069

500,778

111,558

5,766,266

1,497,040

現年97.9 計 94.6

93.2

0.180

11.1

99.9

16.4

13.1

479,628

45,741

97.5 94.8

97.8 93.5

土地開発基金現在高

徴
収
率
％

合　　　　計

民　　　　税

純固定資産税

そ の 他

実質的なもの

積立金
現在高

地方債
現在高

翌年度以降支
出予定額債務
負担行為額

特定資金

そ の 他

物件等購入費

保証・補償　

財　　調

減　　債

特定目的

政　　府

経常一般財源比率(％)

公債費比率(％)

起債制限比率(％)

１人当たり平均給料

(報酬)月額 (百円)

3,310,837

795,072

2,330

3,484,121

621,868

区　　　　分 指標等(単位：千円)

169

目　的　別　歳　出　の　状　況　　（単位　　千円　・　％）

調定額(被保険者一人当り)

加入世帯数

被保険者数

保険税収入額(一世帯当り)

83,882

△ 5,213

30,335 24,417

八　峰　町
人口密度

歳 出 合 計

区　　　　分

経常収支比率(％)

財政力指数１５～１７

実質収支比率(％)

388,466

388,466

322,758

619,511

30,732

568,806

397,672

6,401,410

充当一般財源等額

1,199,014

719,738

698,954

308,701

147,016

696,000

手 数 料

404,875

41,666

100

地 方 交 付 税

交 通 安 全 交 付 金

分 担 金 ・ 負 担 金

使 用 料

決　算　額

556,758

101,778

2,786

643

855

75,717

うち人件費

普通建設事業費

災害復旧事業

失業対策事業費

投資・出資金・貸付金

積  立  金

前年度繰上充用金

投資的経費

維持補修費

補 助 費 等

うち一部事務組合

繰  出  金

扶  助  費

公  債  費

小  計

物  件  費

元利償還金

一時借入金利子

地 方 債

歳 入 合 計

人  件  費

うち職員給

寄 付 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

財 産 収 入

227,660

3,698,569

1,245

49,710

179,303

20,878

154,393国 庫 支 出 金

特　　別

6,227 6,227 0.2

都 道 府 県 支 出 金

20,034

17,062

2,916,709

2,689,049普　　通

地 方 特 例 交 付 金

構成比

16.0

区　　分

地 方 税

2.9

0.1

0.0

0.0

2.2

0.6

2,689,049 77.2

75,717

20,034

17,062 0.6

2,689,049 77.2

0.0

0.0

0.0

3,470,909 99.8

1,245

0.0

0.2

0.0

0.0

決　算　状　況

平 成 １７ 年 度

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

自動車取得税交付金

ゴ ル フ 交 付 金

535,564

175,660

2,961

2,833

2,961

実 質 収 支

単 年 度 収 支

積 立 金

繰 上 償 還 金

積 立 金 取 り 崩 し 額

実 質 単 年 度 収 支

うち技能労務職員

135

翌年度繰越すべき財源

6,401,410

6,012,944

388,466

歳 出 総 額

Ⅲ－２

平成１７年度（千円） 平成１６年度（千円）

556,758

1,081人

1,894人

2,065人

地方交付税種地
Ⅱ－２

歳 入 歳 出 差 引

101,778

2,786

643

855

1,130 0.0

0.0

〃

23,351

316,490

1,636

0.0

簡易水道

29.9

29.9

0.0

0.0

0.0

10,714

9.3

8,221

3,481,613

108

327,204

3.5126,587

1,041,710

1,041,109

601

2,367,311

427,657

法適用の有無事　業　名

諸  支 出 金

超過課税分

156,799 28.2

徴収済額 構成比

291,862 52.5

26,294 4.7

48,080 8.6

18,525 3.3

15,198

15,198

97.3541,560

目的税

37.6%

41.0%

区　　　分

△ 188,282

12年国調

３８

歳 入 総 額

7年国調

議員公務災害

非常勤公務災害

21.4%

135

13

H18.3.27 3,000

１２．３／１００

１．４／１００

8,340

6,200

5,920

5,670

2,760

2,420

1,092,033

4,658,855

102,469314,854

40

317,594

11.2

労   働   費

286,767

449,405

22,572

0.9

2,366

586,880

414,633

66.6

10.2

1,261,410

1,048,869民   生   費

衛   生   費

農林水産業費

13.7

556,758 100.0

議　 会 　費

総   務   費

合　　　計

減税債と臨財債を経常
一財から除いた比率

33.2

100.0

5,047,321

100.7

商   工   費

土   木   費

消   防   費

公   債   費

教   育   費

災 害 復 旧費

222,194

性　質　別　歳　出　の　状　況　　　（単位　　千円　・　％）

減税補てん債等を経常一般財源等か

ら除いた経常収支比率

3,507,640

93.2

介護(事業勘定)

公共下水道

農業集落排水事業

漁業集落排水事業

退職手当

事務機共同

税務事務

老人福祉

伝染病

決　算　額　Ａ

無

1,180人
21.9%

2,123人
39.4%

2,090人
38.7%

国保(事業勘定)

老人保健

485,476

前年度繰上充用金

特別区財調納付金

6,012,944

収支額

〃

21.0

17.4

6,096

107,805

〃

〃

〃

〃

8.0

0.0

9.8

3.7

6.9

4.8

7.5

0.4

18.2

100.0
普通会計からの繰
入

61,306

107,841

126,438

64,079

36,287

0

2.7

2.7

140,339

145,098 1,058,382

Ａのうち普通建設事業費 Ａの充当一般財源等額

140,339

構成比

2.3

58,246 752,651

128,580 240,621

164

260,394 318,647

33,358 143,414

185,193 279,125

5,336 283,817

48,349 388,218

11,718

1,041,759

864,554 4,658,855

職員数

2

実質収支

再差引収支

17.6%

1

0

2

3

1

3

60

被保険者一人当り保険給付費


